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◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇「平成 21 年度第 5 回政府税制調査会地方団体との意見交換会」で 

森会長が発言 

10 月 29 日、政府税制調査会は地方団体との意見交換会を開催し、本会からは、森

会長が出席した。 

冒頭、政府税制調査会会長代行の原口総務大臣からは、①鳩山新政権においては、

中央と地方はイコールパートナーとし、地域主権改革のために国と地方の協議の場を

設けることとしている。②税調についても、今までのやり方とちがい、総務省と財務

省がイコールの関係で検討を行う。③これまでは、地域が自らの税を自らで決められ

ないことから、予見可能が十分できない。国と地方の関係を、税そのものの関係でも

変える。③三位一体改革で地方は疲弊し、財政力が弱い自治体ほどその地域が財政は

厳しくなっている。政府は一括交付金化を 23 年度から実施することとしている。こ

れはまさに地域のことは地域で考える地域主権改革の第一歩である。④税調での地方
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税を所管する立場から、地方の意見をしっかりと踏まえながら地方税を含めた地方の

自主財源を充実することに努める旨の発言があった。 

  森会長からは、まず、基礎的自治体を重視し、地域主権を確立するとしていること

に賛意を表すると共に、本会が既に政府に提出している「平成 22 年度都市税制改正

に関する意見」に基づいて、次の通り発言した。①自主財源の充実のためには、地方

が担う事務と責任に見合った税財源配分とすることが必要であり、そのためには偏在

性の少ない地方消費税の充実が不可欠であること、②子ども手当については、給付型

サービスのように工夫の余地が全くないものは、全額国庫負担とすること。このこと

は国と地方の信頼関係を図る試金石であること。③自動車関係諸税の暫定税率は、廃

止を決定するのであれば明確な代替財源を示すこと、なおその際、環境税の導入の検

討に当たっては地方税としても検討して貰いたいこと、④地方交付税の概算要求での

増額要求は、地方を元気にすることは日本を元気にすることであり、高く評価するこ

と、⑤引き続き過疎地域への企業の進出を促進するために税制等の優遇措置の拡充と

対象業種の範囲拡大を図ること、⑥合併の障害除去のために必要な地方税の不均一課

税、課税免除などの特例措置を現行法と同様に設けること。 

また、地方は一貫して人件費の抑制をしてラスパイレス指数を下げ、合併等を進め

職員数を減らしてきており、国も削減努力をして貰いたいことを最後に発言した。 

 （本会ＨＰ参照）http://www.mayors.or.jp/topics/091030zeichou.htm 

[財政部] 

 

◇  森会長が「鳩山新内閣発足にあたっての緊急要請」により菅副総理・

国家戦略担当大臣、松野内閣官房副長官、高嶋民主党筆頭副幹事長に

要請 

10 月 29 日、森会長は菅副総理・国家戦略担当大臣、松野内閣官房副長官、高嶋民

主党筆頭副幹事長と面談し、先の政策推進委員会において決定した「鳩山新内閣発足

にあたっての緊急要請」について要請するとともに、特に、法律に基づく「国と地方

の協議の場」の早期の実現及びその設置に先立ち地方自治の根幹にかかわる事項につ

いて国と地方の協議を速やかに開始すること、子ども手当については、人件費や事務

費を含め全額国庫負担とすること等について要請した。 

（本会ＨＰ参照）http://www.mayors.or.jp/topics/091029kinkyuyousei.htm 

[企画調整室] 

 

◇ 「総務省政策会議」に、土野・高山市長が出席し、平成 22 年度税制

改正について要望 
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10 月 27 日（火）に開催された総務省政策会議（原口総務大臣出席）に土野・高山

市長（財政委員会副委員長）が出席し、平成 22 年度税制改正について、本会が要請

している改正のうち、①合併市町村における課税免除又は不均一課税等の特例措置の

延長、②非居住者等の受け取る振替地方債の利子に係る非課税手続の簡素化及び非課

税対象者等の拡充、③非居住者等の受け取る振替地方公共団体金融機構債券等の利子

等に係る非課税制度の創設を要望した。 

[財政部] 

 

◇ 第 11 次中国市長代表団が来日 

 10 月 26 日（月）から 11 月１日（日）までの７日間、本会の招聘により、趙素萍 

・済原市長（河南省）を団長とする一行 11 名の標記代表団が来日した。 

代表団は 27 日に本会の森会長と会見したほか、全国知事会、（財）自治体国際化協

会、中国大使館を表敬訪問した。 

その後、代表団は、宮崎、薩摩川内、北九州の各市長を表敬訪問するとともに、農

業施設、福祉施設、環境関連施設の視察等を行い、１日に帰国した。 

[調査広報部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 今週の動き 11 月２日－11 月６日 ◆◇◆ 

≪11 月４日（水）10:30≫ 

 「過疎関係都市連絡協議会秋季総会」を開催予定。総務省と「新たな過疎対策」に

ついて意見交換の後、「新たな過疎対策法の制定についての要請（案）」及び今後の運

営等を協議予定。 

[行政部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪11 月５日（木）16:00≫ 

「中央環境審議会総会（第 13 回）」において、各部会の審議状況の報告、当面の諸

問題等について審議予定。本会から委員として宮下・善通寺市長（本会廃棄物処理対

策特別委員長）が出席予定。 

[社会文教部] 

========================================================================== 
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◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 

（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ ふ り が な ） （ 当 選 回 数 ）

11 月 1 日 千 葉 県 柏 市 秋 山 浩 保 あきやまひろやす 新任(11 月 21 日就任) 

11 月 1 日 栃木県那須烏山市 大 谷 範 雄  再 選

11 月 1 日 愛 知 県 新 城 市 穂 積 亮 次  再 選

11 月 1 日 鳥 取 県 倉 吉 市 長 谷 川  稔  ※ 2 期 目 継 続

11 月 8 日 三 重 県 熊 野 市 河 上 敢 二  再選(11 月 1日無投票)

11 月 8 日 長 崎 県 雲 仙 市 奥 村 愼 太 郎  再選(11 月 1日無投票)

※公職選挙法第 259 条の２による 

注）新任の日付は、任期起算日です。 

新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

[総務部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 

（ 退 任 日 ）  （ 市 名 ）  （ 市 長 名 ）

1 0 月 2 9 日  秋 田 県 仙 北 市  石 黒 直 次

1 0 月 2 9 日  石 川 県 加 賀 市  大 幸  甚

1 0 月 2 9 日  和 歌 山 県 新 宮 市  佐 藤 春 陽

1 0 月 3 1 日  神 奈 川 県 鎌 倉 市  石 渡 德 一

[総務部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 行事予定 11月2日～11月27日（４週間） ◆◇◆ 

（ 月 日 ） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 ） （ 所 管 ）

11 月 ４ 日 1 0 : 3 0 過疎関係都市連絡協議会秋季総会 九 段 会 館 ・ 真 珠 行 政 部

11 月 17 日 1 2 : 3 0 地方分権推進全国会議 東京国際フォーラム・ホール C 財 政 部

11 月 18 日 1 5 : 0 0 国民健康保険対策特別委員会・介護保険対策特別委員会合同会議 全国都市会館・第１会議室 社会文教部

11 月 19 日 1 0 : 3 0 街路事業促進会議 全国都市会館・第２会議室 経 済 部

11 月 19 日 1 0 : 3 0 廃棄物処理対策特別委員会 全国都市会館・第３・４会議室 社会文教部

11 月 19 日 1 3 : 0 0 行 政 委 員 会 全国都市会館・第１会議室 行 政 部

11 月 19 日 1 3 : 0 0 財政委員会・都市税制調査委員会合同会議 全国都市会館・第２会議室 財 政 部

11 月 19 日 1 3 : 0 0 社 会 文 教 委 員 会 都 道 府 県 会 館 ・ 4 0 2 会 議 室 社会文教部
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11 月 19 日 1 3 : 0 0 経 済 委 員 会 都 道 府 県 会 館 ・ 1 0 1 会 議 室 経 済 部

11 月 19 日 1 5 : 1 5 市 長 フ ォ ー ラ ム  全国都市会館・大ホール 企画調整室・都市センター研究室

11 月 20 日 1 0 : 0 0 第 12 回地方分権改革検討会議 全国都市会館・第２会議室 行 政 部

11 月 20 日 1 0 : 3 0 温泉所在都市協議会秋季会議 日本都市センター会館・701 会議室 財 政 部

11 月 20 日 1 0 : 3 0 第２回林政問題に関する研究会 全国都市会館・第１会議室 経 済 部

11 月 20 日 1 2 : 1 5 正 副 会 長 会 議  全国都市会館・正副会長室 企画調整室

11 月 20 日 1 3 : 0 0 理 事 ・ 評 議 員 合 同 会 議 全国都市会館・大ホール 企画調整室

11 月 27 日 1 5 : 3 0 全 国 基 地 協 議 会 ・ 防 衛 施 設 周 辺 整 備 全 国 協 議 会 合 同 役 員 会 全国都市会館・第１会議室 社会文教部

 [企画調整室] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 平成 21 年 11 月２日現在 ◆◇◆ 

＝ 806 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  18  

中 核 市  41  

特 例 市  41  

一 般 市  683  

特 別 区  23  

[調査広報部] 

========================================================================== 
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